
事業の実施内容 事業の効果・課題 25実績 24実績 実績合計 指標

（１）発達
支援体制
の確立・
推進

23
①発達支援
システムの
構築

健康推
進課

乳幼児期の健診の受診を
促すことで、障がいを早期
に発見し各種相談や医
療、療育につなげるため
に、医師会など各関係機
関と連携し途切れのない
サービスの提供を実施し
ます。
・3歳児健診

94

乳幼児期の健診の受診
を促すことで、早期に
障がいを発見し、各種
相談や医療、療育につ
なげられるようなサー
ビスの提供を実施して
います。
・３歳児健診　受診率
94.0％

支援が必要な児童を早
期に発見するため、３
歳児健診の受診率を向
上させるために、こど
も発達支援センターや
各種団体と連携強化が
必要です。 94 93 ― 受診率 94 ９４

こども家
庭課

保育所（園）や幼稚園
への訪問について、訪
問対象（年長児･年中児
等）を決めて計画的に
行うよう努めました。

保護者との相談に早く
つながるケースが増加
し、就学に関する相談
がスムーズになりまし
た。

500 470 ― ６００

福祉相
談調整
課

【H26新
規】

保育所（園）や幼稚園への
訪問について、訪問対象
（年長児･年中児等）を決
めて計画的に行うよう努め
ます。 500 ５００ ５００

23
①発達支援
システムの
構築 こども家庭課

回数

計画
ページ

方向性
目標
Ⅱ

1一生
涯を通
じた生
活支援
システ
ムの確
立

Ⅱ
　
生
涯
を
通
じ
た
発
達
と
社
会
参
加
支
援
の
し
く
み
を
つ
く

る

26年度までの
[累計]又は26
年度目標値

福祉相談調整課へ

目標Ⅱ　生涯を通じた発達と社会参
加支援のしくみをつくる

2013（H25）年度　実施事業の進捗状況
事業実
施課

基本方
針

26年度事業予定
26年度
目標値

基本計画

26年度まで
の[累計]又
は26年度目
標値の見込

数

備考

10

 26年度までの[累計]又は26年度目標値
[累計]：24～26年度までの３年間の累計

26年度目標値：数値をそのまま記載
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ページ
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Ⅱ

26年度までの
[累計]又は26
年度目標値

2013（H25）年度　実施事業の進捗状況
事業実
施課

基本方
針

26年度事業予定
26年度
目標値

基本計画

26年度まで
の[累計]又
は26年度目
標値の見込

数

備考

1一生
涯を通
じた生
活支援
システ
ムの確
立

（１）発達
支援体制
の確立・
推進

23
①発達支援
システムの
構築

学校教
育課

一人ひとりのニーズに応じ
た途切れのない支援を行
うため、こども発達支援セ
ンター等の関係機関と連
携し、教育相談・発達検査
等の巡回相談を実施しま
す。 160

児童発達支援センター
どれみ等に依頼し、発
達検査を実施し、こど
も発達支援センターと
連携し巡回相談を実施
することができまし
た。

巡回相談を実施し、児
童生徒一人ひとりに応
じ、より適切な支援を
行うことができまし
た。今後は、巡回相談
の結果をもとに、より
効果的な指導支援にい
かしていく必要があり
ます。

150

2
(H25年
度より
指標変
更)

― 回数 160 １６０

23
①発達支援
システムの
構築

障がい
福祉課

保健･福祉･保育･教育の
各担当者が情報を共有し
当事者の現状を把握する
ため、障がい者地域自立
支援協議会療育部会が主
体となり研修会等を開催し
ます。

30

障がい者地域自立支援
協議会療育部会が主体
となり当事者ならびに保
護者のニーズをつかむた
めに子育てに関する悩み
を気軽に相談できる場と
して子育てほっとサロン
「みるる」を実施しました。
（11/26　参加者数10
人）、また、保育所（園）職
員のためのスキルアップ
研修会を実施しました。
（1/25　参加者数133人）

当事者ならびに保護者の
ニーズを知る事ができま
した。また、子どもを支援
する保育所（園）職員の
スキルアップをはかる事
ができました。

143 143
参加者
数

〔１７３〕 〔６０〕

11

 26年度までの[累計]又は26年度目標値
[累計]：24～26年度までの３年間の累計
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事業の実施内容 事業の効果・課題 25実績 24実績 実績合計 指標

計画
ページ

方向性
目標
Ⅱ

26年度までの
[累計]又は26
年度目標値

2013（H25）年度　実施事業の進捗状況
事業実
施課

基本方
針

26年度事業予定
26年度
目標値

基本計画

26年度まで
の[累計]又
は26年度目
標値の見込

数

備考

1一生
涯を通
じた生
活支援
システ
ムの確
立

（１）発達
支援体制
の確立・
推進

24
②発達障が
い児等に対
する支援

健康推
進課

医師会と協力連携し、乳幼
児期の健診など母子保健
事業を通じて、障がい児を
早期発見し、経過観察や
育児支援を行う場を提供し
ます。また、専門機関との
連携により早期に療育に
つなげられるよう支援を行
います。
・にこにこ広場・２歳児相談
等の開催

69

乳幼児期の健診の受診
を促すことで、早期に
障がいを発見し医療、
療育につなげていくま
での経過観察の場を提
供しています。
・にこにこ広場　53回
参加者延べ636人
・２歳児相談　6回　参
加者79人

支援が必要な児童を早
期に発見するため、
４ヶ月・10ヶ月・
１歳６ヶ月児健診の受
診率を向上させる必要
があります。

53 50 103 回数 〔172〕 [１５０]

こども家
庭課

学校が作成する「個別
の教育支援計画」の作
成や見直しの際に、学
校からの要望を受けて
助言等を行いました。

保護者にも理解しやす
い計画を作ることがで
きました。それにより
保護者と学校との連携
がとりやすくなり、情
報を共有する事がで
き、子どもの情緒が安
定します。もっと多く
の学校で利用するよう
周知していく必要があ
ります。

2 3 5

福祉相
談調整
課

【Ｈ２６新
規】

学校が作成する「個別の
教育支援計画」の作成や
見直しの際に、学校からの
要望を受けて助言等を行
います。

5

24
②発達障が
い児等に対
する支援

福祉相談調整課へ

人数
〔１０〕
［３０］

こども家庭課

〔１０〕

H２４年度当
初に設定し
た２６年度目
標値が過大
であったため
目標値を見
直しました。

12

 26年度までの[累計]又は26年度目標値
[累計]：24～26年度までの３年間の累計
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Ⅱ

26年度までの
[累計]又は26
年度目標値

2013（H25）年度　実施事業の進捗状況
事業実
施課

基本方
針

26年度事業予定
26年度
目標値

基本計画

26年度まで
の[累計]又
は26年度目
標値の見込

数

備考

1一生
涯を通
じた生
活支援
システ
ムの確
立

（１）発達
支援体制
の確立・
推進

24
②発達障が
い児等に対
する支援

学校教
育課

個々のニーズにあった適
切な支援を行うため「サ
ポートファイル」等利用しな
がら「個別の指導計画」や
「個別の教育支援計画」を
作成し、活用します。

100

支援の必要な児童生徒
に「個別の指導計画」
や「個別の教育支援計
画」を作成します。

「個別の指導計画」や
「個別の教育支援計
画」を作成し、個々の
ニーズにあった支援を
行うことができまし
た。「サポートファイ
ル」の利用を進めてい
く必要があります。

100 100 ― 実施率 100 １００

障がい
福祉課

障がい者相談支援セン
ターに専門の相談支援員
を配置し、障がいのある
人の生活相談や就労相
談を行いました。

関係機関と連携し支援を
行い、障がいのある人の
地域での自立した生活を
促進することができまし
た。

7,750 7,230 14,980

福祉相
談調整
課

【H26新
規】

障がい者相談支援セン
ターに専門の相談支援員
を配置し、障がいのある人
の生活相談や就労相談を
行います。

7,500

（３）高齢
になった
障がいの
ある人へ
の支援

24

①高齢に
なった障が
いのある人
への支援

障がい
福祉課

障がい者地域自立支援協
議会や定例会議及び各専
門部会において、高齢に
なった障がいのある人へ
の支援について検討しま
す。

10

障がい者地域自立支援
協議会や定例会議にお
いて、高齢になった障が
いのある人への支援につ
いて協議を行いました。

障がいのある人の中に
は高齢になっても介護保
険施設への移行が難し
い人がいるため、高齢者
担当課と連携し、高齢に
なった障がいのある人に
特化した支援を検討する
必要があります。

8 6 14 開催回数 〔２４〕 〔２４〕

障がい福祉課

福祉相談調整課へ

24
①自立した
地域生活の
ための支援

（２）自立
した地域
生活のた
めの支援

相談件
数

〔22,480〕 〔２１，０００〕

13
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Ⅱ

26年度までの
[累計]又は26
年度目標値

2013（H25）年度　実施事業の進捗状況
事業実
施課

基本方
針

26年度事業予定
26年度
目標値

基本計画

26年度まで
の[累計]又
は26年度目
標値の見込

数

備考

1一生
涯を通
じた生
活支援
システ
ムの確
立

（３）高齢
になった
障がいの
ある人へ
の支援

24

①高齢に
なった障が
いのある人
への支援

介護高
齢福祉
課

65歳以上の障がい者につ
いて、必要に応じて、介護
保険の各種サービスや市
の高齢者サービス等の相
談・利用を進めます。

100

スムーズに制度を移行
するために、障がい担
当課と連携を取りなが
ら、65歳に到達した人
の介護認定申請及び認
定結果を速やかに行い
ました。

65歳到達の３ヶ月前か
ら介護認定申請が可能
であることの制度の周
知を図りました。
しかし、全ての人が介
護保険制度に移行でき
るわけではないため、
とぎれのない支援が課
題です。

100 100 ― 達成率 100 １００

２早期
療育と
保育の
充実

（１）障
がい児の
早期発
見・早期
療育の充
実

25
①早期発見
体制の充実

健康推
進課

障がい児の早期発見・支
援につなげるため乳幼児
期の健診受診率を高める
ために、妊娠届けの機会
やこんにちは赤ちゃん訪
問など各種母子保健事業
を通じて健診の必要性に
ついて周知･啓発し受診勧
奨に努めます。
･1歳6か月児健診

96

障がい児の早期発見に
つなげるため乳幼児期
の健診受診率を高める
よう、妊娠届けの機会
や各種母子保健事業を
通じて健診の必要性に
ついて周知･啓発に努め
ています。
･１歳6か月児健診　受
診率　94.1％

１歳６か月児の健診
は、それ以前に疑われ
ていた中等度以上の発
達上の問題を確認する
とともに、軽度の精神
発達遅滞や脳性まひ、
視覚の障害や難聴など
の異常の芽を発見し、
早期の治療に結びつけ
ることであり、更なる
受診率の向上に努めま
す。

94 97 ― 受診率 96 ９８

外国人や連
絡が取れな
い家庭等が
あり、受診率
が低くなって
いるのが現
状です。周知
や啓発方法
の検討を行
います。

25
①早期発見
体制の充実

こども家
庭課

障がいのある子どもや発
達に支援が必要な子ども
を早期に発見し、適切な療
育や支援につなげていくた
めに、全ての保育所〔園〕
において発達支援セン
ターとの連携を蜜にすると
ともに、研修の充実と職員
の質の向上を目指します。

34

職員が早期に支援の必
要な子どもを発見でき
るよう「障がい児保育
の研修」に積極的に参
加するとともに、子ど
もとしっかり関わるこ
とに努めました。

発達支援センターの職
員から、その子どもの
特性、関わり方、支援
の仕方を学び、丁寧に
関わる事ができるよう
になりました。

35 36 ― 箇所数 34
３４
３５

Ｈ26.3.31で１
園閉園のた
めＨ26年度
目標値（箇所
数）を３４に
変更。

14
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Ⅱ

26年度までの
[累計]又は26
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2013（H25）年度　実施事業の進捗状況
事業実
施課

基本方
針

26年度事業予定
26年度
目標値

基本計画

26年度まで
の[累計]又
は26年度目
標値の見込

数

備考

２早期
療育と
保育の
充実

（１）障
がい児の
早期発
見・早期
療育の充
実

25
①早期発見
体制の充実

学校教
育課

保育所（園）や幼稚園にお
いて早期の段階で発見し
支援につなげるため、特別
支援コーディネーターや関
係機関とともに、保育所
（園)訪問や学校訪問を積
極的に行います。

38

関係機関や特別支援教
育コーディネーターと
ともに、保育所（園）
や学校への巡回相談を
実施しました。

巡回相談を通して、支
援が必要な子どもの早
期発見・早期療育によ
り適切な支援教育に努
めることができまし
た。今後も、引き続き
実施し、適切な就学指
導へつなげる必要があ
ります。

39 ― 箇所数 38 36

こども家
庭課

対象児の保育所（園）
等に対し、年に２～３
回、訪問時に同行する
ことができました。

より専門的な助言等を
現場職員と共に受ける
ことで、その後の適切
な支援に結びつけるこ
とができました。 7 7 ―

福祉相
談調整
課

【Ｈ２６新
規】

対象児の保育所（園）等
に対し、年に２～３回、
訪問時に同行します。

10

26
②早期療育
体制の充実

人数

福祉相談調整課へ

こども家庭課
10 ８

15
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事業の実施内容 事業の効果・課題 25実績 24実績 実績合計 指標

計画
ページ

方向性
目標
Ⅱ

26年度までの
[累計]又は26
年度目標値

2013（H25）年度　実施事業の進捗状況
事業実
施課

基本方
針

26年度事業予定
26年度
目標値

基本計画

26年度まで
の[累計]又
は26年度目
標値の見込

数

備考

２早期
療育と
保育の
充実

（１）障
がい児の
早期発
見・早期
療育の充
実

26

③発達に関
する保護者
等の理解の
推進

健康推
進課

こんにちは赤ちゃん訪問を
実施し、早期から心身の
発育について支援する体
制を整えます。各発達段
階に応じた母子保健事業
を開催し、参加を促してい
くことで途切れのない支援
を目指します。

95

こんにちは赤ちゃん訪
問を実施し、早期から
心身の発育について支
援する体制を整えま
す。各種母子保健事業
への参加を促していく
ことで途切れのない支
援を目指します。
訪問率　94.8％

出産後２ヶ月を目処に訪
問を実施してます。様々
な不安や悩みを聞き、子
育て支援に関する情報提
供等を行うとともに、親
子の心身の状況や養育環
境等の把握や助言を行
い、支援が必要な家庭に
対しては適切なサービス
提供につなげます。この
ようにして、乳児のいる
家庭と地域社会をつなぐ
最初の機会とすることに
より、乳児家庭の孤立化
を防ぎ、乳児の健全な育
成環境の確保を図る等効
果的な事業です。また訪
問率も良好です。

95 94 ― 訪問率 95 ９５

こども家
庭課

福祉相談調整課へ 保護者会やＰＴＡ行事
として、子どもの発達
に関する講演等を行い
ました。

少人数での啓発を行う
ことができ（座談会方
式）、個々の子どもの
発達についての理解が
得られました。今後も
保育所長会や校園長会
でＰＲするなど、積極
的な活用を薦めていく
必要があります。

9 12 21

福祉相
談調整
課【Ｈ２６
新規】

保護者会やＰＴＡ行事とし
て、子どもの発達に関する
講演等を行います。

10

箇所数 ［３０］

こども家庭課

26

③発達に関
する保護者
等の理解の
推進

〔３１〕
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２早期
療育と
保育の
充実

（１）障
がい児の
早期発
見・早期
療育の充
実 26

③発達に関
する保護者
等の理解の
推進

学校教
育課

教育相談や発達検査を実
施し、子どもの実態を的確
に把握するとともに、障が
いや発達に不安がある子
どもの保護者等が気軽に
相談できるよう教育相談を
実施します。

40

障がいや発達に不安が
ある子どもの保護者等
を対象に教育相談を実
施しました。
保育所（園）16回
小学校　　　31回

教育相談を実施し、子
どもの実態を把握する
とともに、保護者とと
もに適切な支援のあり
方について考えること
ができました。今後も
引き続き実施していく
必要があります。

47 40 ― 相談回数 40 ４０

26
①障がい児
保育体制の
推進

こども家
庭課

早期に子どもの障がいや
発達に支援が必要な子ど
もに気づき、子ども一人ひ
とりの障がいや二―ズに
応じた発達支援を推進す
るため、全ての保育所
〔園〕において障がい児保
育を継続して実施します。

34

発達支援センターの協
力を得ながら必要な場
合は発達検査も実施
し、その子の発達に
沿った保育ができるよ
う保育士の確保に努め
ました。

障がい児保育を継続し
て行うため引き続き保
育士を確保することに
努めます。

35 36 ― 箇所数 34
３４
３５

Ｈ26.3.31で１
園閉園のた
めＨ26年度
目標値（箇所
数）を３４に
変更

こども家
庭課

児童の発達に関して専
門の知識をもつ機関か
らの巡回相談を行いま
した。

臨床心理士とともに観
察･相談を行い、適切な
対応方法についての指
示を受けることができ
ました。

17 22 39

26年度目標値
は３年間で全
保育所（園）、
幼稚園（公・
私）に１回以上
の実施を目標
に、施設数を
累積として設
定。各年度の
目標には施設
の重複あり。

福祉相
談調整
課【Ｈ２６
新規】

児童の発達に関して専門
の知識をもつ機関からの
巡回相談を行います。

20

３学齢
期の子
どもの
教育・
療育の
推進

（１）特別
支援教育
の充実

27
①就学支援
教育の充実

学校教
育課

関係機関と連携し、就学時
の支援状況を把握するとと
もに情報を共有し、乳幼児
期の支援をふまえた就学
時の相談会を行います。

4

特別支援学校伊賀つば
さ学園の先生を相談員
として依頼し、教育相
談（４日間）を実施す
ることができました。

就学に関する教育相談
をとおして、関係機関
と情報を共有するとと
もに、適切な就学指導
へとつなげることがで
きました。

4 4 ― 回数 4 ４

26
②専門機関
等との連携
強化

（２）障が
い児保育
の充実

こども家庭課

福祉相談調整課へ

箇所数 ［３９］〔５９〕
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３学齢
期の子
どもの
教育・
療育の
推進

（１）特別
支援教育
の充実

28

②地域の学
校での特別
支援教育の
充実

学校教
育課

一人ひとりのニーズに対
応できるよう、個別の教育
支援計画に基づき、特別
支援コーディネーターが中
心となって特別支援教育
を推進するとともに、必要
に応じて生活学習支援員
等の配置に努めます。

39

生活学習支援員等の配
置に努めることができ
ました。

生活学習支援員等を配
置することにより、支
援の必要な児童生徒の
個々のニーズに応じた
支援を行うことができ
ました。今後も、生活
学習支援員等の人的確
保に努める必要があり
ます。

38 32 ― 人数 39 ３８

28

③特別支援
学校や専門
機関等との
連携強化

学校教
育課

それぞれの地域の学校で
の特別支援教育を専門的
な見地から支援していくよ
う、教育相談や事例検討
会等で特別支援学校や関
係機関から相談員等を招
き、特別支援学校や専門
機関等との連携を強化し
ます。

160

教育相談や事例検討会
等において、特別支援
学校や関係機関から相
談員を招き、実施する
ことができました。

特別支援学校や関係機
関から相談員を招くこ
とにより、専門性をい
かした支援を行うこと
ができました。今後
も、連携し取組を進め
ていく必要がありま
す。

169 167 ― 回数 160 １６０

28

①放課後児
童クラブにお
ける受入れ
の推進

こども家
庭課

障がいのある児童につい
て、ニーズに応じた受け入
れができるように放課後児
童クラブに加配の支援員
をおきます。

14

放課後児童クラブにお
いて、障がいのある児
童の受入れを実施しま
した。８箇所

今後も指定管理者と協
議しながら障がいのあ
る児童の受入れを実施
していきます。 8 6 ― 箇所数 14 １４

28

②日中一時
支援事業等
障害福祉
サービスの
充実

障がい
福祉課

障がい児の日中一時支援
事業を実施し、放課後や
長期休業中の活動の場を
確保します。

70

市内３箇所の事業所で障
がい児の日中一時支援
事業を行いました。

障がい児を対象にした事
業所が不足しているた
め、事業所の確保に努め
ます。

64 61 ― 利用者数 70 ７０

（２）放課
後や長期
休業中の
活動の場
の確保

18
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４就労
支援の
推進

（１）就労
支援ネッ
トワーク
の構築

29
①就労支援
ネットワーク
の強化

障がい
福祉課

障がい者地域自立支援協
議会就労（相談支援）部会
を開催し、各関係機関によ
るネットワークを強化する
ため、各関係機関が協議
を行い、障がいのある人の
一般就労を支援します。

6

障がい者地域自立支援
協議会就労(相談支援）
部会において各関係機
関の担当者が障がいの
ある人の一般就労を支援
するための協議を行うと
ともに、就労継続支援事
業所との連携を強化する
ための研修会（1/24）を
開催しました。

就労継続支援事業所と
連携し事業所利用者から
一般就労につなげるため
の仕組みを検討する必
要があります。

6 6 12
開催回
数

〔１８〕 〔１８〕

４就労
支援の
推進

（１）就労
支援ネッ
トワーク
の構築

29
①就労支援
ネットワーク
の強化

商工労
働課

障がい者地域自立支援協
議会就労(相談支援)部会
に参画し、市内企業の状
況やどのような取組が必
要なのかを検討します。 6

障がい者地域自立支援
協議会就労（相談支
援）部会に参画し、障
がいのある人の就労支
援について、検討を行
いました。

今後も、就労支援のた
め関係機関との連携強
化に努めます。

6 6 12 回数 〔１８〕 〔１８〕

30

②総合的な
相談支援と
コーディネー
トの充実

障がい
福祉課

障がい者地域自立支援協
議会就労（相談支援）部会
を開催し、障がいのある人
の就労に関する相談支援
とコーディネートの充実を
図るため、各関係機関との
連携を強化します。

6

障がい者地域自立支援
協議会就労（相談支援）
部会を開催し、障がいの
ある人の一般就労を支援
するための、関係機関の
連携強化を図りました。

障がい者地域自立支援
協議会就労（相談支援）
部会を開催し、障がいの
ある人の一般就労を支援
するための、関係機関の
連携強化を図る事ができ
ました。

6 6 12
開催回
数

〔１８〕 〔１８〕

30

③ジョブコー
チやジョブサ
ポーターの
育成

障がい
福祉課

伊賀市社会福祉協議会に
委託し、ジョブサポーター
の養成を行います。

1

伊賀市社会福祉協議会
に事業を委託し、ジョブサ
ポーターの養成を行いま
した。

新たにジョブサポーター
を養成することにより、
ジョブサポーターが増員
され依頼に応じた派遣を
行うことができました。

1 4 5
養成者
数

〔６〕 〔６〕
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（２）企業
等におけ
る障がい
者雇用の
推進

30
①企業等へ
の啓発

障がい
福祉課

障がい者地域自立支援協
議会就労(相談支援）部会
や伊賀圏域障がい福祉連
絡協議会就労部会におい
て、企業の障害福祉サー
ビス事業所見学会や障が
い者雇用に関する研修会
を開催し、障がい者雇用
のための啓発を行います。

20

・障がい者地域自立支援協
議会就労(相談支援）部会に
おいて企業を対象にした障
害福祉サービス事業所見学
会を開催しました。（11/22）
参加企業９社
・伊賀圏域障がい福祉連絡
協議会就労部会において、
障がい者雇用研修会を開催
しました。（3/8）参加企業37
社

企業に対し障がい者雇用
についての啓発を行うこ
とができました。今後も企
業訪問等を行い参加企
業の拡大に努めます。

46 16 62
参加企
業数

〔８２〕 〔３０〕

４就労
支援の
推進

（２）企業
等におけ
る障がい
者雇用の
推進

30
①企業等へ
の啓発

商工労
働課

人権啓発企業訪問の際、
市内（上野182社、伊賀35
社、島ヶ原14社、阿山17
社、大山田27社、青山25
社の合計300社)の企業、
事業所を訪問し、障がい
者雇用の促進のための啓
発を行います。 300

人権啓発企業訪問の際、
市内（上野52社、伊賀35
社、島ヶ原14社、阿山16
社、大山田27社、青山24
社の合計168社)の企業、
事業所を訪問し、障がい
者雇用の促進のための
啓発を行いました。

上野支所管内では、訪問
企業52社中19社(36.5％)
が雇用している状況でし
た。また、障がい者に対
して取組みを行っている
企業は52社中11社
(21.2％)でした。平成25年
４月１日の法定雇用率の
引き上げについて啓発を
行いましたが、課題として
は雇用率を上げる為の
啓発が必要です。

168 194 362 件数 〔６６２〕 〔５２２〕

30

②障がい者
雇用を行う
企業等に対
する支援

障がい
福祉課

障がい者雇用の啓発のた
めの研修会等の機会をと
らえて、障がい者雇用に関
する助成制度の情報提供
（パンフレットの配布）を行
います。 250

人権啓発企業訪問の際
や伊賀圏域の自立支援
協議会就労部会の企業
訪問の際に、障がい者雇
用に関する助成制度につ
いて説明するとともに、案
内チラシを配布し情報提
供を行いました。

訪問した企業に対し助成
制度の情報提供ができま
した。

300 251 551 配布数 〔８０１〕 〔６５０〕

30

②障がい者
雇用を行う
企業等に対
する支援

商工労
働課

国等における支援施策に
ついて、ホームページ等で
情報提供を行います。

1

ホームページにおいて
障がい者雇用助成金な
どの情報提供を行いま
した。

継続して情報提供を行
います。

1 1 2 回数 〔３〕 〔３〕
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30

③行政機関
での障がい
者雇用の推
進

障がい
福祉課

市役所庁舎内等で障がい
のある人の職場実習事業
を行います。

1

７月～10月に市役所庁舎
内等で障がいのある人の
職場実習事業を行いまし
た。

市庁舎内で職場実習を
行うことにより職員の障
がいに対する理解を深め
ることができました。しか
し、現在部署が分散して
いるため、作業確保が課
題です。 1 1 2 人数 〔３〕 〔５〕

庁舎機能が分
散したため、本
庁舎での作業
確保が困難に
なり複数名の
実習が困難に
なりましたが、
実習生にとっ
ては４ヶ月間休
まずに実習す
ることで一般就
労に向けての
自信となってい
ます。

４就労
支援の
推進

（２）企業
等におけ
る障がい
者雇用の
推進

30

③行政機関
での障がい
者雇用の推
進

人事課

障がい者の雇用の促進等
に関する法律及び施行令
で地方公共団体に対し定
められた雇用率達成に向
け、障がい者の雇用を行
います。

2.30

障害者の雇用の促進等
に関する法律及び施行
令で地方公共団体に対
し定められた雇用率達
成に向け、障がい者の
採用を行いました。

障がい者の就労機会を
一定確保することがで
きました。障がい者雇
用については、身体障
がい者に偏重せず、知
的障がい者と精神障が
い者の雇用にも努めて
いきたいと考えていま
す。

2.60 2.23 ― 雇用率
２．３０ ２．３０

31
④就労に向
けた訓練・実
習等の充実

障がい
福祉課

一般就労を希望する人の
ために、就労に必要な訓
練を行う就労移行支援を
行います。

20

市内２箇所、市外２箇所
の事業所の利用者に就
労移行支援サービス給
付を行いました。

就労移行支援事業を行う
ことにより、一般就労に
向けた支援を行うことが
できました。今後は就労
継続支援事業所から就
労移行支援事業所を経
て一般就労するための体
制づくりに努めます。 15 10 ― 利用者数 20 ２６

就労移行支援
事業所を活用
した一般就労
に向けての体
制づくりが十分
にできていな
かったため目
標数値に達す
ることができま
せんが、２５年
度末より伊賀
圏域就労部会
において就労
移行事業所を
活用した体制
づくりの協議を
行っています。

31
④就労に向
けた訓練・実
習等の充実

商工労
働課

ホームページにおいて、県
施策など就労に向けた職
業訓練などの情報を提供
します。 １

ホームページにおいて
職業訓練などの情報提
供を行いました。

継続して情報提供を行
います。

1 1 2 回数 〔３〕 〔３〕
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は26年度目
標値の見込

数

備考

４就労
支援の
推進

（２）企業
等におけ
る障がい
者雇用の
推進 31

⑤職場定着
のための支
援

障がい
福祉課

伊賀市社会福祉協議会に
ジョブサポーターの派遣事
業を委託し、昨年度養成し
たジョブサポーターを企業
に派遣し、一般就労した障
がい者の就労定着支援を
行います。

180

伊賀市社会福祉協議会
に事業を委託し、一般就
労している障がいのある
人へジョブサポーターを
派遣しました。

ジョブサポーターを派遣
し本人及び企業にアドバ
イス等を行なうことによ
り、障がいのある人の就
労定着を図ることができ
ました。

162 56 218
派遣回
数

〔３９８〕 〔２５０〕

H２６年度より
４（１）③より
変更

４就労
支援の
推進

（２）企業
等におけ
る障がい
者雇用の
推進

31
⑤職場定着
のための支
援

商工労
働課

人権啓発企業訪問の際、
市内（上野182社、伊賀35
社、島ヶ原14社、阿山17
社、大山田27社、青山25
社の合計300社)の企業、
事業所を訪問し、障がい
者雇用の促進のための啓
発を行います。【再掲】

300

人権啓発企業訪問の際、
市内（上野52社、伊賀35
社、島ヶ原14社、阿山16
社、大山田27社、青山24
社の合計168社)の企業、
事業所を訪問し、障がい
者雇用の促進のための
啓発を行いました。

上野支所管内では、訪問
企業52社中19社(36.5％)
が雇用している状況でし
た。また、障がい者に対
して取組みを行っている
企業は52社中11社
(21.2％)でした。平成25年
４月１日の法定雇用率の
引き上げについて啓発を
行いましたが、課題として
は雇用率を上げる為の
啓発が必要です。

168 194 362 件数 〔６６２〕 〔５２２〕

（３）福祉
的就労の
推進

31
①日中活動
サービス等
の充実

障がい
福祉課

一般企業での就労が困難
な人に働く場を提供する就
労継続支援を行います。

240

市内20箇所（A型４箇所、
B型16箇所）、市外18箇
所（A型２箇所、B型16箇
所）の事業所の利用者に
就労継続支援サービス
給付を行いました。

企業での就労が難しい人
の社会参加の場の確保
ができました。

221 197 ― 利用者数 240 ２４０

31
②就労事業
への支援

障がい
福祉課

障がい者地域自立支援協
議会就労（事業所）部会に
おいて、就労継続支援事
業所の作業確保について
検討します。

6

障がい者地域自立支援
協議会就労（事業所）部
会において、各事業所の
取組みの情報交換を行う
とともに、就労継続支援
事業所の作業確保につ
いての協議を行いまし
た。

各事業所が情報交換を
行なうことにより、新たな
作業確保が図られまし
た。今後は、複数の事業
所が共同で作業を受注
するしくみを検討していき
ます。

5 6 11
開催回
数

〔１７〕 〔１８〕

平成25年度は
目標数の開催
ができません
でしたが、サー
ビス管理者向
け研修や計画
相談研修を開
催するなど事
業所のスキル
アップを図るこ
とができまし
た。
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５社会
参加活
動の推
進

（１）生涯
学習等へ
の参加の
推進

32
①参加しや
すい生涯学
習等の推進

生涯学
習課

生涯学習セミナーの開催
時、磁気ループを設置して
参加しやすい講座開催に
努めます。

5

配布チラシに磁気ループ
設置の記載をしました。
テーマを「あらためて知る
「伊賀」の魅力～新しい
観光戦略の構築に向け
て～」とし、伊賀の魅力を
市民の方々と共に再発
見し、アピールの方法を
考えていく講演会を行い
ました。
全６回開催（6/22、7/27、
8/17、9/28、11/9、12/7）

耳マークによる設置場所
の掲示を行い、参加した
市民の理解と周知に繋
がりました。

6 5 11 回数 〔１６〕 〔１５〕

（１）生涯
学習等へ
の参加の
推進

32
①参加しや
すい生涯学
習等の推進

スポー
ツ振興
課

市民スポーツフェスティバ
ルの競技種目に、誰もが
参加しやすい種目を取り
入れるなど、障がい者のス
ポーツ参加の普及・啓発
に努めます。

1

市民スポーツフェスティバ
ルに、誰もが参加しやす
い種目として、カローリン
グ競技を採用しました。

地区別参加で、チーム数
に制限があるためか今回
は障がいのある人の参
加はありませんでした。
＊30チーム135人参加 1 1 2

回数
〔３〕 〔３〕

33

①障がいの
ある人自身
による主体
的な活動へ
の支援

障がい
福祉課

障がいのある人が主体的
に社会参加活動に取り組
めるよう支援するため、障
がい者団体の活動に対す
る助成を行います。

1,200

障がい者団体に活動の
ための助成を行ないまし
た。

障がい者団体に活動の
ための助成をすることに
より、団体が主体となって
障がいのある人の社会
参加のための取組みを
行い、多くの人が参加し
ました。しかし、障がい者
団体の加入者が減少して
いるため、会員確保が課
題です。

1,200 1,200 2,400
延参加
者数

〔3,600〕 〔３，６００〕

33
②交流・学
習の場の充
実

障がい
福祉課

交流会や研修会の開催や
積極的な参加を支援する
ため、障がい者団体の活
動に対する助成を行いま
す。

35

障がい者団体に活動の
ための助成を行ないまし
た。

障がい者団体に助成す
ることにより、団体が主体
となって研修会や交流会
を開催し、多くの人が参
加しました。

35 35 70

団体主
催の研
修会等
の回数

〔１０５〕 〔１０５〕

５社会
参加活
動の推
進

（２）当事
者活動の
充実
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